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本月報に関する照会は、日本銀行政策委員会室（03-3277-3680〈直通〉）までお寄せください。

※　日本銀行はインターネットによる情報提供を行っており、日本銀行
　作成の最新の論文や金融・経済データのほか、日本銀行の概要などを
　ご覧頂けます。
　・ホームページアドレス　https://www.boj.or.jp/
※　本月報の内容について、商用目的で転載・複製を行う場合（引用は

　含まれません）は、予め日本銀行政策委員会室までご相談ください。

　　引用・転載・複製を行う場合は、出所を明記してください。

本月報は古紙を含有する用紙を使用しています。
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１．議決事項

通常会合関係  

◆「会計規程」の一部変更に関する件（10月14日）

　本委員会は、令和4年10月14日、「会計規程」の一部変更について、下記のと
おり決定した注1）。

記

　「コマーシャル・ペーパーおよび社債等買入基本要領」（平成25年4月4日決定）
に基づき買い入れた社債等のうち、発行体が解散することとなったものについ
て、当該発行体による買戻しに応じ売却したことを踏まえ、「会計規程」（平成
10年10月9日決定）注2）を別紙のとおり一部変更すること。

注1）�　本件は、本委員会で10月中に決定したものですが、第138回事業年度上半期財務諸
表等の公表後に発刊される月報に掲載する扱いとしました。

注2）　「会計規程」の全文については、インターネット・ホームページをご参照ください。
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◆第138回事業年度上半期財務諸表の作成等に関する件（10月25
日）

　本委員会は、令和4年10月25日、第138回事業年度上半期（令和4年4月1日から
令和4年9月30日まで）財務諸表の作成等について、下記のとおり決定した注3）。
　その後、日本銀行は、第138回事業年度上半期財務諸表にかかる財務大臣の承
認を受け、11月28日、同事業年度上半期財務諸表及び同財務諸表にかかる附属
明細書を公表した。その概要は別添のとおりである。

記

1.�　第138回事業年度上半期財務諸表及び同財務諸表に係る附属明細書を別紙の
とおりとすること。
2.�　第138回事業年度（令和4年4月1日から令和5年3月31日まで）に係る国庫納
付金について、日本銀行法施行令第17条の規定に基づく平成10年大蔵省告示
第509号の定めにより、概算納付を行わないこと。

注3）�　本件は、本委員会で10月中に決定したものですが、第138回事業年度上半期財務諸
表等の公表後に発刊される月報に掲載する扱いとしました。
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◆シンガポール通貨庁との間の外国為替の売買に係る取極の期限
延長等に関する件（11月11日）

　本委員会は、令和4年11月11日、シンガポール通貨庁との間の外国為替の売買
に係る取極の期限延長等に関して決定した注4）。

注4）　インターネット・ホームページをご参照ください（11月29日公表）。
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◆「通貨及び金融の調節に関する報告書」作成に関する件（11月
25日）

　本委員会は、令和4年11月25日、日本銀行法第54条第1項の規定に基づき、「通
貨及び金融の調節に関する報告書」の作成について決定した（なお、日本銀行
は、12月16日、同報告書を財務大臣を経由して国会に提出した）。
　同報告書は、令和4年4月～9月中に実施した金融政策運営等について記載した
ものであり、その構成は以下のとおりである注5）。

要　　旨

Ⅰ．経済及び金融の情勢
　1．経済の情勢
　 （1）国内実体経済
　 （2）物価
　 （3）海外経済
　2．金融面の動向
　 （1）国際金融市場
　 （2）短期金融市場
　 （3）債券市場
　 （4）株式市場
　 （5）外国為替市場
　 （6）企業金融
　 （7）量的金融指標

Ⅱ．金融政策運営及び金融政策手段
　1．金融政策決定会合の開催実績
　2．金融政策決定会合における検討・決定
　 （1）概況

注5）�　同報告書の全文については、インターネット・ホームページをご参照ください（12
月16日公表）。
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　 （2）「経済・物価情勢の展望」
　 （3）金融経済情勢に関する検討
　 　イ．4年6月の会合
　　 ロ．9月の会合
　 （4）金融政策運営を巡る議論
　　 イ．「長短金利操作付き量的・質的金融緩和」の継続
　　 ロ．感染症の影響への対応
　　 ハ．金融政策運営上の留意点
　 （5）金融政策手段に係る事項の決定又は変更
　3．金融市場調節の実施状況
　4．日本銀行のバランスシートの動き

Ⅲ．金融政策決定会合における決定の内容
　1．金融政策運営に関する決定事項等
　2．金融政策決定会合議事要旨

参考計表・資料一覧
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◆役員給与の改訂に関する件（11月25日）

　本委員会は、令和4年11月25日、「日本銀行における役員の給与等の支給の基
準」（平成10年4月28日決定）に基づき、令和4年度の年収を3年度対比0.4％引き
上げることとするため、役員手当を別紙1のとおり改訂し、令和4年12月1日から
適用すること、および別紙2のとおり対外公表を行うことを決定した注6）。

注6）�　日本銀行の役員の給与等については、インターネット・ホームページをご参照く
ださい。
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◆政策委員会月報（令和4年10月）に関する件（11月25日）

　本委員会は、令和4年11月25日、政策委員会月報（令和4年10月）を承認した。
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２．報告事項

●改刷に向けた準備の進捗状況（発券局）

●2023年度IT投資計画の策定に向けた取組み（システム情報局）

●最近の考査結果の概要（金融機構局）

●最近の業務系統の運営（業務局）
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